
4 JAGREE 105．2023・11

１．はじめに
われわれ人類は現在，人間活動が地球の気

候や生態系に大きな影響を及ぼしている「人
新世」という地質学的な時代区分に生きてい
る（Cruzen, 2002）。人間活動の拡大は第２次
世界大戦以降に顕著で，地球規模での人口増加
と GDP，肥料消費，農業生産，水消費などが
増大してきた。他方で，人間活動は成層圏オゾ
ンの減少，大気中の温室効果ガスの濃度の増加，
熱帯雨林の減少，漁獲や水産養殖の増加，沿岸

への窒素流入の増加，絶滅種数の増加などを引
き起こしてきた（Steffen, 2011）。

地球規模での環境問題というと気候変動が
真っ先に頭に浮かぶかもしれない。しかし，地
球環境問題は気候変動にとどまるわけではな
い。地球システムの安定性と回復力に影響を与
える人為的な環境変化についてその値を超える
と地球環境に劇的な変化をもたらす「閾値」を
定義した「プラネタリー・バウンダリー」１では，
気候変動，生物多様性の損失，生物地球化学的
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循環はすでに限界点を超えていると言われてる
（Rockstrom et al. 2009）。このうち気候変動と
ならび近年急速に地球規模での注目を集めてい
るのが，本稿で取り上げる生物多様性の損失の
問題である。

国際レベルでの生物多様性保全の取り組み
は，多国間環境協定の一つである生物多様性条
約により進められる。2010 年に名古屋で開か
れた生物多様性条約第 10 回締約国会合では戦
略計画 2011-2020 が合意された。愛知目標は戦
略計画 2011-2020 の中核をなすものであり，生
物多様性の損失を止めるための取組みを 20 の
個別目標で構成される。また近年は，2019 年
の G７メッス環境大臣会合で G７の生物多様性
保全に向けた今後の取り組みをまとめた「メッ
ス生物多様性憲章」が合意された。翌 2020 年
９月の国連生物多様性サミットでは，2030 年
までの 10 年間で，失った生物多様性を回復す
るために 10 の行動を取ることを約束する「リー
ダーによる自然への誓約（Leaders Pledge for 
Nature）」が世界 65 か国の首脳により合意さ
れた。日本も 2021 年５月に本成約への参加を
表明した。また同年６月の G７サミットでは共
同宣言の付属文書として，生物多様性の損失や
気候変動等の地球規模の環境問題に G７諸国が
協力して取り組むことを約束する「2030 年自然
協約（Nature Compact）」が採択された。このよ
うな動向は，生物多様性の保全が地球規模の重
要な課題であり，かつ地球規模での強力な対策
の必要性が求められていることを示している。

農業農村整備政策の射程は，戦後社会情勢
の変化を受け農業の生産基盤の整備から農村
の生活環境の整備を含むものへと拡大してき
た。1999 年の食料・農業・農村基本法の成立
や 2001 年の土地改良法改正による環境との調
和への配慮の義務づけは，農業農村整備が農業
生産基盤や農村生活環境だけでなく自然環境と
も広く関わることを明確にした。現在，農業農
村整備政策は，人口減少や高齢化，豪雨水害を
はじめとする自然災害の頻発化，激甚化のほか

に，気候変動枠組条約や生物多様性条約などの
多国間環境協定の議論の進展などを踏まえた対
応が求められている（橋本, 2021)。本稿では，
特に生物多様性分野の動向に焦点をあて，国際
レベルでの生物多様性・生態系サービスの現状，
生物多様性条約第 15 回締約国会合で合意され
た昆明・モントリオール生物多様性枠組，それ
に対する国内の対応状況を紹介することで，読
者に新たな視点の提供をしたい。

２．地球規模で見た生物多様性・生態系サービ
スの現状

（１）生物多様性とは何か？
1992 年にブラジルのリオデジャネイロで開

かれた，地球環境の保全と持続可能な開発の実
現のための具体的な方策を議論するための国連
環境開発会議（通称「地球サミット」）では，
先進国と発展途上国の両方が，持続可能な開発
と地球環境の保全に関して協同する「環境と開
発に関するリオデジャネイロ宣言」やその行動
計画となる「アジェンダ 21」の他に，その後
地球環境問題に対する国際協調に大きな影響を
与える多国間環境協定である気候変動枠組条約
とならび生物多様性条約，砂漠化対処条約が採
択された。

生物多様性というと，一般的には「さまざな
種類の生き物がいること」（種の多様性）と理
解されがちだ。生物多様性条約では，生物多様
性には，種の多様性の他にも，遺伝子の多様性
や生態系の多様性があるとされる。つまり，同
じ種でも形や色など多様な個性を持つ（種の多
様性）ことも，森林や里池里山，河川や湿地な
どさまざまな生態系がある（生態系の多様性）
ことも生物多様性である。二次林，草地，水田
や畑，ため池，水路などの異質な生態系がモザ
イク状に分布する里地・里山のランドスケープ
は生態系レベルの多様性の好例である。
（２）生物多様性保全を巡る議論の転換点

筆 者 は，2000 年 以 降 で， 生 物 多 様 性 保
全を巡る議論の転換点となった重要な契機
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が２つあると考えている。第１は国連事務
総 長 KofiAnnan 氏（ 当 時 ） の 呼 び か け で，
2001 年から 2005 年にかけて実施されたミレ
ニ ア ム 生 態 系 評 価（Millennium Ecosystem 
Assessment，MA）である。従来の生物多様
性の保全を巡る議論は，生物多様性が人々にも
たらす遺伝子資源の有用性，野生動植物種その
ものの固有価値（Intrinsic values）の観点から
議論されることが多かった。これに対し MA
は，生物多様性がさまざまな生態系サービス
を産み出す基盤となっていること，生物多様
性は生態系サービスの供給を通じて人類の福
利（Well-being）の向上に貢献しているという
枠組みを打ち出し，科学的に検証した（図１）。
ここでいう生態系サービスは，①供給サービス

（木材，食料，繊維，水，遺伝子資源など），②
調整サービス（気候調整，洪水制御，土砂崩壊
防止，送粉など），③文化サービス（美しい景
観，教育，レクリエーション，精神・宗教的価
値など），④基盤サービス（栄養塩循環，一次
生産，土壌形成，など）に大きく分類される。
MA は，生物多様性が人類にとって極めて大き

な有用価値（instrumental values）を持つこと
を示すことを通じて，生物多様性保全の議論を
巡る以降の議論を大きく転換することに成功し
た２。MA は，2007 年にドイツ・ポツダムで開
催された G８+ ５環境大臣会議で，欧州委員会
とドイツ政府の提唱により始まった「生態系と
生物多様性の経済学（TEEB）」の取り組みや，
世銀を中心とした国ごとの生態系サービスの価
値の国家勘定への統合を目指す WAVES の取
り組みにも大きな影響を与えた。

第２の転換点となったのが，2012 年４月の
「生物多様性及び生態系サービスに関するプ
ラットフォーム（Intergovernmental Platform 
on Biodiversity and EcosystemServices，
IPBES）」の設立である。生物多様性条約には，
条約の締約国会議（COP）に対して科学的な
知見から助言・提言を行う機関として科学技術
助言補助機関（SBSTTA）が設けられている
が，生物多様性条約の締約国会合における決議
が SBSTTA の提言をもとに決まるという性質
を持つため，SBSTTA が政治交渉の場になり，
機能不全が問題となりつつあった。そのため，

図１　�生物多様性から生まれるさまざまな生態系サービスが人間の福利を支えている
※出典：MA（2005）を訳出。

JAGREE_105.indb   6JAGREE_105.indb   6 2023/11/15   20:49:342023/11/15   20:49:34



7JAGREE 105．2023・11

定時総会講演会

気候変動枠組条約から独立した IPCC（気候変
動に関する政府間パネル）のように，生物多様
性条約にも外部に中立的な科学評価を行う組織
が必要とされた（橋本，2012）。

IPBES には，生物多様性や生態系の最新の
知見を科学評価（アセスメント）し，報告書を
取りまとめ，共通の情報基盤を提供することで，
生物多様性条約をはじめとする多国間環境協定
の交渉，関係する国際機関や加盟国等の政策形
成・意思決定を支援することが期待されてい
る。このため IPBES はしばしば生物多様性版
の IPCC（気候変動に関する政府間パネル）と
呼ばれることもある。IPBES は設立から 2023
年９月までに計 11 件のアセスメント報告書を
公表し，冒頭に述べた国際議論にも大きな影響
を与えている。
（３）IPBES 地球規模評価報告の主要なキー
メッセージ
IPBES が実施するアセスメントのフラッ

グシップとされるのが地球規模評価である。
IPBES は 2015 年から第１次地球規模評価を実
施し，2019 年５月に報告書を公表した。報告
書の全容を紹介することはできないため，ここ
では報告書のキーメッセージのうち主要なもの
をいくつか紹介するにとどめたい３。

第一は，人間活動の影響により，地球全体で
かつてない規模で多くの種が絶滅の危機に瀕し
ており，実に約 100 万種の生物が絶滅の危機に
貧しているという事実である。その背後にある
のが，冒頭にも述べた人間活動の急速な拡大で
ある。IPBES は生物多様性の損失を引き起こ
す要因を直接要因と，直接要因の背後にある間
接要因に分類している。直接要因は大きく，陸・
海の利用の変化，生物の直接採取（漁獲，狩猟
など），気候変動，汚染，侵略的外来種の５つ
に分類できる。直接要因の大きさは陸・海や陸
水域でも異なる。なお間接要因には，人口動態
や生産・消費パターン，貿易，技術利用，ガバ
ナンス等が該当する。

次のキーメッセージは，1970 年以降の多く

の生態系サービスが急速な低下傾向にあるとい
う事実である。IPBES の地球規模評価では 27
の指標を用いて 18 の生態系サービスについて
地球規模で過去 50 年間の傾向の評価をした。
このうち増加傾向にある指標は（バイオマス）
エネルギーや食料，資材生産に関する３つの指
標だけであり，減少傾向が 23 指標（生物の生
息域の形成と維持，送粉・種子散布，有害生物・
生物プロセスの調整，学習・インスピレーショ
ン，身体・心理的体験など），横ばいは１指標（海
洋酸性化の調整）のみであった（図２）。これは，
人類が過去 50 年の間に農業生産（供給サービ
ス）の拡大などを通じて物質的に豊かになった
こと，他方でその成長は，土地利用の変化を始
めとするさまざまな直接要因を通じてその他の
調整サービスや文化的サービス，基盤サービス
の低下を引き起こしたことを示唆している。

第３のキーメッセージは，生物多様性条約戦
略計画 2011-2020 の愛知目標の進捗と生物多様
性損失の間接要因に関するものである。愛知目
標は，2010 年に名古屋で開かれた生物多様性
条約第 10 回締約国会合で合意された，生物多
様性の損失を止めるための取組みの下に示され
た 20 の個別目標のことである。地球規模評価
報告では，愛知目標の 20 項目の進捗を 53 の指
標にもとづく定量分析や生物多様性条約第５次
国別報告書等にもとづき評価した。その結果，
愛知目標の取り組みの多くが達成できない可能
性が高いことが示された。また，生物多様性の
低下を食い止めるには，従来からある生物多様
性の低下の直接要因に働きかける対策（例えば，
保護地域，農薬規制，気候変動対策，など）だ
けでは不十分であり，生産や消費パターン，貿
易，ガバナンスなどの直接要因を形成する間接
要因への介入（例えば，過剰消費の削減・食品
廃棄の削減，農林水産業における環境への配慮
の強化，貿易を通じた生産国における外部不経
済の是正，など）の重要性が指摘された。

第４のキーメッセージは，生物多様性と気候
変動に関するものである。地球規模評価報告書
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では，気候変動分野で用いられる共通社会経済
経路（SSP）と代表的濃度経路（RCP）をもと
に作られた将来シナリオにもとづき，2015 年
から 2050 年にかけて，生物多様性（動植物種
数の変化），供給サービス（食料，飼料，木材，
バイオエネルギー），調整サービス（窒素除去，
土壌保護，作物の花粉媒介，作物の害虫防除，
生態系による炭素貯留）がどのように変化する
かの分析結果が示された。用いられた将来シ
ナリオは，「持続可能な地球シナリオ」（SSP1-
RCP2.6），「地域間競争シナリオ」（SSP3-RCP6.0），

「経済楽観主義シナリオ」（SSP5-RCP8.5）であ
り。これらは IPCC の報告書にも登場する将来
シナリオであり，このうち「持続可能な地球シ
ナリオ」は気候変動分野で用いられるシナリオ
の中でも最も持続的な社会を想定したシナリオ
の一つである。衝撃だったのは，持続可能な地
球シナリオを含む全ての将来シナリオで，世界
のほぼすべての地域で供給サービスは増加する
ものの，生物多様性の損失と調整サービスの低

下が継続するという結果であった。これは気候
変動対策だけに焦点を当てた対策だけでは，地
球規模での環境課題の解決には繋がらないこと
を意味している。地球規模評価報告ではさまざ
まな将来シナリオのレビューをもとに，社会変
容（transformative change）を想定しない将
来シナリオでは，陸域と海洋の利用変化，生物
の直接採取および気候変動が進み，その影響
で生物多様性の損失や生態系サービスの減少
が続くすることへの警鐘が鳴らされた。なお
IPBES と IPCC は，2020 年 12 月に両組織が推
薦する約 50 名の専門家が参加する「生物多様
性と気候変動」に関するワークショップを共催
し，翌 2021 年６月にワークショップ報告書を
公表した。本報告書でも気候変動の制御と生物
多様性の保護は相互依存していること，気候変
動緩和 ･ 適応のみに焦点をあてた対策は生物多
様性に悪影響を及ぼす可能性があることを指摘
されている（Pörtner et al., 2021）。

図２　IPBESの地球規模評価で示された1970年以降の生態系サービスの世界的傾向
出典：IPBES(2019)
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３．昆明・モントリオール生物多様性枠組の成立
（１）地球規模生物多様性概況第５版（GBO5）
の公表
生物多様性条約は，IPBES の地球規模評

価報告書や条約加盟国の国別報告書等をも
とに地球規模生物多様性概況第５版（Global 
Biodiversity Outlook 5，以下 GBO5）を 2020
年８月に公表した。

GBO5 は，生物多様性条約の愛知目標が，多く
で進捗は見られたものの，地球規模で目標を達
成できた項目がないことを結論づける一方で，
新枠組の作成にあたり，明確で簡潔な文言と定
量的な要素を用いたゴールとターゲットの設
定，生物多様性の低下の直接・間接要因に対処
する取組のさらなる拡大の必要性，国際合意を
実現する国レベルの計画の強化，国レベルでの
活動の定期的かつ効果的なモニタリング，政府
省庁や経済セクター及び社会の連携，科学技術
協力の促進の必要があることを訴えた。GBO5
はまた，2050 年までに「自然と共生する」世界
を実現するビジョンの実現のためには，以下の
８分野での大きな社会の転換が必要であること
を示した４。GBO5 の内容は，次に述べる生物
多様性条約の「昆明・モントリオール生物多様
性枠組」のあり方にも大きな影響を与えている。
①　�土地と森林（生態系の保全・再生，空間計

画の活用）
②　�持続可能な淡水（水の流れの確保，水質改

善，生息地保護，侵略的外来種防除，連続
性の確保）

③　�持続可能な漁業と海洋（海洋・沿岸生態系
の保護・再生，漁業の再建，水産養殖・海
洋利用の管理）

④　�持続可能な農業（農業システムの再設計，
生物多様性への悪影響を最小限にした生産
性の向上）

⑤　�持続可能な食料システム（肉と魚の消費を
抑えた植物主体の健康的な食生活，食品の
供給・消費に伴う廃棄物の大幅削減）

⑥　�都市とインフラ（グリーンインフラの展開

による健康と生活の質の向上と都市及びイ
ンフラの環境フットプリントの低減）

⑦　�持続可能な気候変動（化石燃料の段階的か
つ速やかな廃止，自然を活用した解決策に
よる気候変動と生物多様性，SDGs の子ベ
ネフィットの実現）

⑧　�生物多様性を含んだワン・ヘルス（生態系
や野生生物の利用の管理を通じた健全な生
態系と人の健康の推進）

（２）生物多様性条約「昆明・モントリオール
生物多様性枠組」の概要
生物多様性条約では 2018 年 10 月に開催され

た COP14 の決定を受け，ポスト 2020 生物多
様性枠組（以下，新枠組）と呼ばれる戦略計
画 2011-2020 の後継となる新たな世界目標の作
成に向けた検討が始まった。新枠組を審議する
生物多様性条約 COP15 は当初 2020 年 10 月に
中国の昆明で開催予定だったが，新型コロナウ
イルス（COVID-19）感染拡大の影響を受け度
重なる延期を余儀なくされた。2021 年 10 月に
COP15 第一部が昆明（中国）でハイブリッド
形式により開催され，ハイレベル・セグメント
会合と条約の運営に関わる一部の議題が審議さ
れた。新枠組についての議論は 2022 年 12 月に
条約事務局のあるモントリオール（カナダ）で
開催される COP15 第２部に持ち越された。こ
のような経緯もあり，新枠組は「昆明・モント
リオール生物多様性枠組」と名づけられた。

新枠組は，2050 年ビジョン，2030 年ミッショ
ン，2050 年グローバルゴール５，2030 年グロー
バルターゲット，およびその他の関連事項から
構成される。このうち 2030 年グローバルター
ゲットは，愛知目標の後継となる目標群であり
23の目標で構成される（図３）。これら目標群は，

「生物多様性への脅威を減らす」目標群（８），
「人々のニーズを満たす」目標群（５），「ツー
ルと解決策」に関する目標群（10）に分けられ
る（カッコ内は該当する目標の総数）。新枠組
の目標群の多くは愛知目標の内容を踏襲したも
のだが，全般的に目標の記載の具体性が向上し
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数値目標が増えている６。また，愛知目標に見
られなかった都市の生物多様性に関する目標

（目標 12），生物多様性保全における事業者の役
割（目標 15），バイオセーフティ（目標 17），生
物多様性に関する意思決定におけるジェンダー
や地域コミュニティ，子ども，若者，障がい
者の参画（目標 22），ジェンダー平等の確保（目
標 23）など新たな目標も追加されている。新枠
組ではまた，ゴールとターゲットについて加盟
国が共通して使用するヘッドライン指標を設定
し，それを各国国や地球規模での新枠組の進捗
のレビューに活用することを予定している。こ
のような進捗評価の仕組みがあらかじめ設計さ
れている部分も，新枠組が前進である戦略計画
2011-2020 から大きく進歩した点である。

新枠組の 23 の目標のうち，農業農村政策と
比較的関連が強いと思われるのは以下７項目で
ある７。
７．�環境中に流出する過剰な栄養素の半減，農

薬及び有害性の高い化学物質による全体的

なリスクの半減，プラスチック汚染の防止・
削減

８．�自然を活用した解決策 / 生態系を活用した
アプローチ等を通じた，気候変動による生
物多様性への影響の最小化

10．�農業，養殖業，漁業，林業地域が持続的に
管理され，生産システムの強靭性及び長期
的な効率性と生産性，並びに食料安全保障
に貢献

12．�都市部における緑地・親水空間の面積，質，
アクセス，便益の増加，及び生物多様性を
配慮した都市計画の確保（※緑地には農地
も含まれる）

15．�事業者（ビジネス）が，特に大企業や金融
機関等は確実に，生物多様性に係るリスク，
生物多様性への依存や影響を評価・開示し，
持続可能な消費のために必要な情報を提供
するための措置を講じる

16．�適切な情報により持続可能な消費の選択を
可能とし，食料廃棄の半減，過剰消費の大

図３　生物多様性条約「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の全体像
出典：環境省（2023）
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幅な削減，廃棄物発生の大幅削減等を通じ
て，グローバルフットプリントを削減

18．�生物多様性に有害なインセンティブ（補助
金等）の特定，及びその廃止又は改革を行
い，少なくとも年間 5,000 億ドルを削減す
るとともに，生物多様性に有益なインセン
ティブを拡大

４．国内の動向
（１）生物多様性国家戦略2023-2030

生物多様性条約第６条では，締約国が「生物
の多様性の保全及び持続可能な利用を目的とす
る国家的な戦略若しくは計画を作成し，又は当
該目的のため，既存の戦略若しくは計画を調整
し，特にこの条約に規定する措置で当該締約国
に関連するものを考慮したものとなるようにす
ること」が定められている。ここに記載される下
線部の計画は生物多様性国家戦略と呼ばれる。

日本は 1993 年に生物多様性条約を締結，そ
の後 1995 年に生物多様性国家戦略を策定，そ
の 後 も 2002 年，2007 年，2010 年，2012 年 と
改定を重ねてきた８。2007 年施行の第三次生物

多様性国家戦略から閣議決定へ，2010 年施行
の生物多様性国家戦略 2010 からは生物多様性
基本法にもとづく法定計画になった。

環境省は，生物多様性条約の戦略計画 2011-
2020 が年限を向かえ，新枠組の検討が本格化
するのにあわせ，新枠組に対応した生物多様性
国家戦略（以下，新戦略）のあり方を検討する
べく 2021 年１月に有識者で構成される次期生
物多様性国家戦略研究会を立ち上げた。本研究
会は 2020 年１月～ 2021 年７月の間に計９回開
催され，現行戦略（生物多様性国家戦略 2012-
2020）の課題の洗い出しや今後の対応の方向性
を検討，その結果を次期生物多様性国家戦略研
究会報告書として公表した。その後，新戦略の
議論の場は中央環境審議会自然環境部会・生物
多様性国家戦略小委員会に移され，2021 年８
月から 2023 年に掛けて３回の自然環境部会，
７回の小委員会が開催，新枠組の最終案が生物
多様性国家戦略 2023-2030 として取りまとめ，
2023 年３月に閣議決定，公表された。日本の
新戦略は，新枠組を踏まえた世界で最初の生物
多様性国家戦略の一つである（図４）９。

図４　生物多様性国家戦略2023-2030の骨格
出典：環境省（2023）
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新戦略は 2050 年ビジョンを「自然と共生す
る社会」，2030 年に向けた目標を「ネイチャー
ポジティブの実現」としている。なお 2050 年
ビジョンの「自然と共生する社会」は従来の記
載を踏襲したものである。他方，2030 年目標
として位置づけられた「ネイチャーポジティブ」
は，新枠組の国際的な議論の過程の中で登場し
た概念である。「ネイチャーポジティブ」は一
般的に「生物多様性の損失の傾向を止め，反転
させ回復軌道に乗せる」という意味で用いられ
ている。これに従い，新戦略の中でもネイチャー
ポジティブは「自然を回復軌道に乗せるため，
生物多様性の損失を止め，反転させること」と
説明されている。

新戦略は２部で構成され，第１部では 2050
年ビジョン，2030 年目標に加え 2030 年目標の
実現のための５つの基本戦略を設けている。ま
た，各基本戦略には状態目標（各３項目，計
15 項目），行動目標（各４～６項目，計 25 項目）
を設定している。状態目標は目指す姿（例えば，
生態系の健全性が回復），行動目標はそのため
に実施する行動（例えば，保護地域や OECM
を増やす）が記載されている。続く第２部は行
動計画とされ，基本戦略に記載された 25 の行
動目標ごとに，関係省庁の関連施策が記載され
ている。新戦略では，新枠組が目指しているレ
ビューの強化に対応し，全ての状態目標・行動
目標に指標を設定し，概ね２年に１度の進捗評
価を予定している。
（２）農林水産行政の対応状況

農林水産分野でも，これまでに述べたような
国際情勢に対し，いくつかの重要な行政的な対
応がとられている。

第１は，2020 年３月に出された農林水産省
の新たな環境政策の基本方針である。本方針は，
持続可能な開発目標（SDGs）の取組が国内外
で広がることを受け公表されたもので，（１）
農林水産業・食品産業における環境負荷低減へ
の取組と同時に環境も経済も向上させる環境創
造型産業への進化，（２）生産から廃棄・再生

利用までのサプライチェーンを通じた取組と，
これを支える農林水産・食品産業政策のグリー
ン化及び研究開発の強力な推進，（３）事業体
としての農林水産省の環境負荷低減の取組と自
己変革，を柱としている。

第２は，2021 年５月のみどりの食料システ
ム戦略（以下，みどり戦略）の公表である。み
どり戦略は，2020 年 10 月臨時国会での菅総理
によるカーボンニュートラル宣言や欧米の新た
な農業・食品産業政策の公表 10 を受け，2021
年９月に開催が予定された国連食料システムサ
ミットでアジアモンスーン地域のモデルとなる
政策として打ち出されるべく検討されたもの
である。みどり戦略は，2050 年を視野に入れ，
食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立
をイノベーションで実現させることが目標とさ
ている。また，戦略の策定・推進のため，大臣，
副大臣を筆頭に，審議官，局長，林野庁・水産
庁の長官，等が名を連ねる「みどりの食料シス
テム戦略本部」を設置，「みどりの食料システ
ム法 11」を戦略推進のための根拠法として制定

（2022 年７月施行）している。農林水産省は，
みどり戦略について①温室効果ガス削減，②環
境保全，③食品産業，④林野，⑤水産について
計 14 の KPI（重要業績評価指標）を設定し，
2030 年と 2050 年について目標値を設定してい
る 12。KPI の③環境保全に関する２項目（化学
農薬使用量の 50% 低減（2050 年），化学肥料
使用量の 50% 削減（2050 年））と④食品産業
に関する１項目（事業系食品ロスを 2000 年度
比で半減（2030 年））は，昆明・モントリオー
ル生物多様性枠組にある７項目の数値目標のう
ち目標７（汚染・廃棄物削減）と目標 12（食
料廃棄削減）の記載に対応するものである。

第３は，2023 年３月に公表された農林水産
省生物多様性戦略（以下，農林水産省戦略）で
ある。農林水産省は，第３次生物多様性国家戦
略（2007 年 11 月公表）の策定の頃から，国家
戦略の策定と並行して農林水産省戦略を検討
し，その検討結果を国家戦略に反映するという
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アプローチをとっており，これまで第３次生
物多様性国家戦略と生物多様性国家戦略 2012-
2020 の策定に対応し，2007 年７月，2012 年２
月に農林水産省戦略を策定・公表されている。

農林水産省では，生物多様性条約における新
枠組の検討，また日本国内での環境省を中心と
した国家戦略の改定作業と並行して，2019 年
度に農林水産省生物多様性戦略の見直しに関す
る有識者研究会を計２回開催，その後 2020 年
度～ 2022 年度にかけて新農林水産省生物多様
性戦略検討会を計８回開催し，2023 年３月に
農林水産省生物多様性戦略を公表した。本戦略
の大枠は 2021 年度中に固まっていたが，生物
多様性条約の新枠組の交渉結果を戦略に盛り込
む必要から公表のタイミングが 2023 年３月に
なった。本戦略は 2030 年ビジョンを「 農山漁
村が育む自然の恵みを生かし，環境と経済がと
もに循環・向上する社会 」とし，①農山漁村
における生物多様性と生態系サービスの保全，
②農林水産業を通じた地球環境の保全への貢
献，③サプライチェーン全体での生物多様性保
全への取り組み，④生物多様性への理解と行動
変容の促進を基本方針としている。本戦略はみ
どり戦略の検討とも並行して進められたことも
あり，みどり戦略の生物多様性保全に関連する
記載や KPI は，本戦略の内容にも反映されて
いる。また，全般にわたり SDGs や昆明・モン
トリオール生物多様性枠組の目標との対応関係
が意識された体裁になっている。

５．おわりに
我われの生活は，農業生産や生産基盤の維持

管理という形で農業生態系に働きかけることで
得られる農産物（供給サービス）のみならず，
様ざまな多面的機能（調整サービス，文化的
サービス）の恩恵の上に成立している。そのた
め農業農村整備政策はもともと，農業生産基盤
整備や中山間地域等直接支払，多面的機能支払
いを通じた人々の働きかけの強化や生態系サー
ビスの供給の確保や効率化に主眼が置かれてき

た。他方で，気候変動を背景とした水稲の高温
障害の増加，洪水の頻発・激甚化による水田の
洪水調整サービスへの期待の高まり，生物多様
性の損失を背景とする送粉サービスの低下など
を通じて，農業生産が地球システムや周辺生態
系の影響下にあることを強く意識した政策立案
や施策展開，事業実施がますます必要とされて
いる。前項で紹介した農林水産省の新たな環境
政策の基本方針やみどりの食料システム戦略，
農林水産省生物多様性戦略の動向は，現代の社
会における農業の位置づけの変化を表すもので
もある。今後の農業農村整備政策は，このよう
な国内外の動向も踏まえ戦略的に展開される必
要があるであろう 13。

謝辞：本稿の内容は，環境省・（独）環境再生保全
機構の環境研究総合推進費（JPMEERF23S12140）
の一貫として取りまとめたものである。
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注釈
１　�気候変動，生物多様性の損失，土地システム変化，

淡水消費，生物地球化学的循環，海洋酸性化，大
気エアロゾル，成層圏オゾンの減少，新規物質の
導入

２　�生態系サービスは農業・農村の多面的機能の概念
に近いが同一の概念ではない。農業・農村の多面
的機能は「食料その他の農産物の供給の機能以外」

（下線部筆者）の機能とされており，農業生産に
より得られる供給サービスは含まない。

３　�IPBES の 地 球 規 模 評 価 報 告 書 の 政 策 決 定 者

向 要 約 の 日 本 語 版 は https://www.iges.or.jp/
jp/publication_ documents/pub/translation/
jp/10574/IPBESGlobalAssessmentSPM_j.pdf で
閲覧できる。

４　�①～⑧の記載は，地球規模生物多様性概況第５版
（GBO5）政策決定者向け概要要約（環境省仮訳）
にもとづく。

５　�2050 年ビジョンンに対応した４つのゴール（ゴー
ル A～D）が設定されている。ゴール A は生物の
多様性の保善状態に関する項目，ゴール B は生態
系サービスに関する項目，ゴール C は遺伝資源の
取得の機会とその利用から生ずる利益の公正かつ
衡平な配分に関する項目，ゴール D は生物多様性
保全に関する資金動員に関する項目である。

６　�愛知目標の 20 の目標のうち数値目標が記載され
ているのは３件であるのに対し，新枠組の 2030
年グローバルターゲットは 23 の目標のうち７件
に増加した。

７　�ただしこれはその他の目標が農業・農村と無関
係というわけではない。例えばターゲット３の

「陸と海のそれぞれ少なくとも 30% を保護地域及
び OECM# により保全」はいわゆる「30 by 30」 

（サーティバイサーティ）」と呼ばれる目標だが，
里地里山の土地もその利用・管理の状態次第では

「OECM」の候補地になりうる。このように，細
かく見ると農業・農村と関連する目標は他にもあ
る点には注意が必要だ。

８　�順に生物多様性国家戦略，新生物多様性国家戦略，
第三次生物多様性国家戦略，生物多様性国家戦略
2010，生物多様性国家戦略 2012-2020 と呼称。

９　�2023 年９月 26 日時点で，新枠組を踏まえた生物
多様性国家戦略の策定は３か国である（スペイン，
日本，ハンガリー）。

10　�米国は農業イノベーションアジェンダ，EU は
Farm to fork 戦略をそれぞれ 2020 年２月，同年
５月に公表。

11　�正式名称は「環境と調和のとれた食料システムの
確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関
する法律」である。

12　�2050年のKPIがあるのは14項目中９つの項目のみ。
13　�この点についての筆者の考えについては，橋本禅：

生物多様性・生態系サービス分野から農業農村整
備政策のグリーン化の方向を探る，水土の知，89

（11），pp. ９-13 を参照されたし。
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